
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

１．重要な会計方針

平成23年度から公益法人会計基準（平成20年4月11日制定、令和2年5月15日改正 内閣府公益認定等委員会）を

採用している。

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他の有価証券

時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）によって

実施している。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法で実施している。

（3）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産                                          
（リース資産を除く）

無形固定資産

リース資産

          

（4）引当金の計上基準

賞与引当金        

役員退職慰労引当金    

退職給付引当金      

（5）消費税等の会計処理

税抜方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は､次のとおりである。

（単位：円）

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

現金預金 130,892,480 ― ― 130,892,480

投資有価証券 224,566,000 ―   4,165,500 220,400,500

小  計 355,458,480              0 4,165,500 351,292,980

特定資産

役員退職慰労引当資産 5,937,000    2,908,800   ― 8,845,800

退職給付引当資産 163,129,800 459,000 4,391,700 159,197,100

事業安定引当資産 317,135,389 ― 478,860 316,656,529

小  計 486,202,189    3,367,800 4,870,560 484,699,429

合  計 841,660,669 3,367,800 9,036,060 835,992,409

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 当期末残高
うち指定正味財

産からの充当額

うち一般正味財

産からの充当額

うち負債に対応

する額

基本財産

現金預金 130,892,480 (16,000,000) (114,892,480) ―

投資有価証券 220,400,500 ― (220,400,500) ―
小  計 351,292,980 (16,000,000) (335,292,980) ―

特定資産

役員退職慰労引当資産 8,845,800 ― ― (8,845,800)

退職給付引当資産 159,197,100 ―   (327,100) (158,870,000)

事業安定引当資産 316,656,529 ― (316,656,529) ―

小  計 484,699,429 ―   (316,983,629) (167,715,800)

合  計 835,992,409 (16,000,000) (652,276,609) (167,715,800)

定率法によっている。

定額法によっている。

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

役職員の賞与支給に備え、支給見込額を計上している。

役員の退職慰労金支給に備え、支給見込額を計上している。

職員の当期末における退職給付債務に基づき計上している。



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである（直接法により減価償却を実施している）。

                   （単位：円）

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物附属設備 9,001,760 7,686,253 1,315,507

什器備品 29,345,164 20,465,753 8,879,411

リース資産 99,214,200 32,415,892 66,798,308

ソフトウェア 184,684,500 32,062,884 152,621,616

差入保証金 51,148,320 11,700,000 39,448,320

合 計 373,393,944 104,330,782 269,063,162

５．補助金等の内訳並びに交付者､当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者､当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の  

記載区分

国庫補助金

通信教育補助金 文部科学省 ― 3,194,000 3,194,000 ― ――

教材整備補助金 文部科学省 ― 91,722,000 91,722,000 ― ――

教育環境整備補助金 文部科学省 ― 75,384,753 75,384,753 ― ――

合 計 ― 170,300,753 170,300,753 ― ――

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

                         （単位：円）

内  容 金  額

経常収益への振替額

基本財産受取利息 320

合 計 320

７．資産除去債務関係

事務所の賃貸借契約に伴う原状回復に係る債務を資産除去債務として認識し、当該債務に関しては負債計上に代えて賃貸

借契約に係る敷金（差入保証金）の回収が最終的に見込めないと認められる額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に

属する金額を費用計上する方法によっている。


